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平成15年 12月期  個別中間財務諸表の概要       平成 15 年 8 月 20 日 
 
上 場 会 社 名  東京建物株式会社                  上場取引所          東 
コ ー ド 番 号  8804                                本社所在都道府県     東京都 
Ｕ Ｒ Ｌ  http://www.tatemono.com 
代   表   者  役職名 代表取締役社長  氏名 南  敬介 
問 合 せ 先 責 任 者  役職名 広報ＩＲ室長   氏名 本吉 邦之   ＴＥＬ (03)3274－1984 
中間決算取締役会開催日  平成 15 年 8 月 20 日      中間配当制度の有無  有 
中間配当支払開始日  平成 15 年 9 月 12 日      単元株制度採用の有無  有(１単元 1,000 株) 
 
１． 15 年 6 月中間期の業績(平成 15 年 1 月 1 日～平成15 年 6 月 30 日) 
(1) 経営成績                   (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

15 年 6 月中間期 
14 年 6 月中間期 

42,697   13.6 
37,596  △ 11.5 

6,850   56.9 
4,365  △ 22.8 

4,608   218.9 
1,445  △ 44.8 

14 年 12 月期 97,818 13,532 7,605 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり 
中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 円   銭 

15 年 6 月中間期 
14 年 6 月中間期 

1,640   99.1 
823  △ 54.4 

7.73 
3.63 

14 年 12 月期 4,022 17.94 

 
 
 

(注)①期中平均株式数     15 年 6 月中間期  212,095,731 株   14 年 6 月中間期  227,037,443 株 
              14 年 12 月期    224,239,001 株 
   ②会計処理の方法の変更  無 
    ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)配当状況 
 １株当たり 

中間配当金 
１株当たり 
年間配当金  

 円   銭 円   銭 

15 年 6 月中間期 
14 年 6 月中間期 

3.00 
0.00 

――――― 
――――― 

 

14 年 12 月期 ――――― 6.00  
 
(3)財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

15 年 6 月中間期 
14 年 6 月中間期 

446,854 
454,440 

91,142 
89,960 

20.4 
19.8 

440.57 
400.78 

14 年 12 月期 447,612 91,585 20.5 421.58 
(注)①期末発行済株式数    15 年 6 月中間期  206,872,953 株   14 年 6 月中間期  224,462,381 株 
               14 年 12 月期    217,241,627 株 
  ②期末自己株式数     15 年 6 月中間期   21,268,681 株   14 年 6 月中間期   3,679,253 株 
               14 年 12 月期    10,900,007 株 
 
２．15 年 12 月期の業績予想(平成 15 年 1 月 1 日～平成 15 年 12 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

期 末  
 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 

通   期 105,000   10,800   4,600   4.00 7.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  22 円 24 銭 
 
(注)上記の業績予想の前提条件その他の関連する事項につきましては、連結添付資料の 10ページを参照してください。 
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中 間 貸 借 対 照 表 

 

当中間会計期間末 
前 事 業 年 度 の         
要 約 貸 借 対 照 表          

前中間会計期間末 

平成 15 年 6 月 30 日現在 平成 14年 12月 31日現在 

増  減 

平成 14 年 6 月 30 日現在 科      目 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額  金 額 構成比 

（ 資  産  の  部 ）             百万円 ％ 百万円 ％ 百万円   百万円 ％ 

Ⅰ 流 動 資 産     91,436 20.5    97,920 21.9 △ 6,483    94,609 20.8 

  現 金 及 び 預 金 4,386  8,963  △ 4,577 5,512  

  営 業 未 収 入 金 1,268  4,930  △ 3,662 1,746  

  販 売 用 不 動 産 75,447  72,344  3,103 76,435  

  販売用不動産信託受益権  －  2,736  △ 2,736 －  

      前 渡 金 110  60    50 789  

  前 払 費 用 807  861  △    54 1,115  

  短 期 貸 付 金 5,797  5,638  159 6,129  

  繰 延 税 金 資 産 27  121  △    93 128  

  その他の流動資産 3,603  2,312  1,291 2,764  

  貸 倒 引 当 金 △     12  △     48  36  △     12  

        

Ⅱ 固 定 資 産   355,417 79.5   349,692 78.1    5,725    359,831 79.2 

 1.有形固定資産 276,557 61.9 279,774 62.5 △ 3,216 286,033 63.0 

  建 物 50,527  52,840  △ 2,313 53,556  

  構 築 物 620  646  △    26 686  

  機 械 及 び 装 置 292  335  △    43 352  

  車 輌 及 び 運 搬 具 6  7  △     1 8  

  工具器具及び備品 173  206  △    33 187  

  土 地 222,634  223,949  △ 1,314 229,401  

  建 設 仮 勘 定 2,302  1,787  515 1,840  

 2.無形固定資産 6,989 1.5 7,293 1.6 △   304 7,309 1.6 

  借 地 権 6,656  6,891  △   235 6,891  

  その他の無形固定資産 333  401  △    68 417  

 3.投資その他の資産 71,870 16.1 62,624 14.0 9,246 66,488 14.6 

  投 資 有 価 証 券 37,482  31,038  6,444 33,966  

  関 係 会 社 株 式 12,803  12,887  △    84 12,887  

  匿 名 組 合 出 資 金 9,842  6,939  2,903    7,270  

  関 係 会 社 出 資 金 3  6  △     3 －  

  長 期 貸 付 金 159  141  18 131  

  関係会社長期貸付金 8,655  8,664  △     8 8,664  

  敷 金 及 び 保 証 金 9,592  9,550  42 10,027  

  そ の 他 2,790  2,217  572 2,364  

  貸 倒 引 当 金 △  8,385  △  8,418  32  △  8,490  

  投 資 損 失 引 当 金 △  1,073  △    403  △   670  △    332  

        

資 産 合 計 446,854 100.0 447,612 100.0 △   758 454,440 100.0 
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中 間 貸 借 対 照 表 

 

当中間会計期間末 
前 事 業 年 度 の         
要 約 貸 借 対 照 表          

前中間会計期間末 

平成 15 年 6 月 30 日現在 平成 14年 12月 31日現在 

増  減 

平成 14 年 6 月 30 日現在 
科      目 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 金 額 構成比 

（ 負 債  の  部 ）             百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 

Ⅰ 流 動 負 債   127,124 28.4   132,703 29.6 △ 5,579   130,810 28.8 

  短 期 借 入 金 28,081  31,181  △ 3,100 50,037  
     １年以内返済長期借入金 67,410  54,989  12,420 39,569  

  コマーシャルペーパー 6,400  11,500  △ 5,100 7,300  

  1 年以内償還社債 －  14,300  △14,300 14,300  
  1 年以内償還転換社債 6,615  －  6,615 －  

  未 払 金 2,161  6,911  △ 4,749 2,595  

  未 払 法 人 税 等 136  286  △   149 1,133  

  未 払 費 用 3,363  3,422  △    58 3,052  

  前 受 金 8,216  7,247  968 9,505  

  預 り 金 3,846  1,992  1,853 2,420  

  賞 与 引 当 金 104  77  27 99  

  その他の流動負債 788  794  △     5 796  

        

Ⅱ 固 定 負 債   228,588 51.2   223,324 49.9    5,264   233,669 51.4 

  転 換 社 債 －  6,615  △ 6,615 6,615  

  長 期 借 入 金 175,703  166,778  8,925 177,676  

  敷 金 及 び 協 力 金 32,327  30,829  1,497 31,953  

  長 期 未 払 金 4,042  4,174  △   132 4,307  

  長 期 預 り 金 6,007  6,042  △    35 6,066  
  繰 延 税 金 負 債 1,843  1,059  783 1,193  

     再評価に係る繰延税金負債 4,517  3,595  922 1,421  

  退 職 給 付 引 当 金 3,701  3,818  △   116 4,007  

  その他の固定負債 445  410  34 429  

        

負 債 合 計           355,712 79.6 356,027 79.5 △   315 364,479 80.2 

        

( 資  本  の  部 )                

Ⅰ 資 本 金           45,623 10.2 45,623 10.2 － 45,623 10.1 

Ⅱ 資 本 剰 余 金           38,229 8.5 38,229 8.5 － 38,229 8.4 

  資 本 準 備 金 30,229  30,229  － 30,229  

  その他資本剰余金 8,000  8,000  － 8,000  

Ⅲ 利 益 剰 余 金           1,634 0.4 2,870 0.7 △ 1,236 2,662 0.6 

  中間(当期)未処分利益 1,634  2,870  △ 1,236 2,662  

  (うち中間[当期]純利益)  (    1,640)  (   4,022)  (△ 2,382) (     823)  
Ⅳ 土地再評価差額金           6,637 1.5 4,945 1.1 1,692 1,954 0.4 

Ⅴ その他有価証券評価差額金           3,429 0.8 2,155 0.5 1,274 2,365 0.5 

Ⅵ 自 己 株 式           △   4,411 △ 1.0 △   2,239 △ 0.5 △ 2,172  △    874 △ 0.2 

        

資 本 合 計           91,142 20.4 91,585 20.5 △   442 89,960 19.8 

        

負債・資本合計 446,854 100.0 447,612 100.0 △   758 454,440 100.0 

 



‐27‐ 

中 間 損 益 計 算 書 
 

当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間 
前 事 業 年 度 の          
要 約 損 益 計 算 書           

平成 15 年 1 月 1 日～平成 15 年 6 月 30 日 平成 14 年 1 月 1 日～平成 14 年 6 月 30 日 

増  減 

平成 14 年 1 月 1 日～平成 14 年 12 月 31 日 
科                目 

 金 額  百分比  金 額  百分比  金 額  金 額 百分比 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
Ⅰ 営 業 収 益                  
  賃 貸 事 業 収 益            16,766 39.3 16,412 43.7 353 33,295 34.0 
  分 譲 事 業 収 益            24,191 56.6 19,438 51.7 4,752 61,228 62.6 
  そ の 他 の 事 業 収 益            1,740 4.1 1,745 4.6 △      4 3,294 3.4 
   営 業 収 益 計          42,697 100.0 37,596 100.0 5,100 97,818 100.0 

        
Ⅱ 営 業 原 価                  
  賃 貸 事 業 原 価            11,328  10,632  695 22,233  
  分 譲 事 業 原 価            17,988  16,649  1,338 49,533  
  そ の 他 の 事 業 原 価            864  970  △    105 1,840  
   営 業 原 価 計          30,181 70.7 28,252 75.1 1,928 73,607 75.2 

        
営 業 総 利 益             12,516 29.3 9,344 24.9 3,172 24,211 24.8 

        
Ⅲ 販売費及び一般管理費           5,666 13.3 4,978 13.3 688 10,678 10.9 

        
営 業 利 益             6,850 16.0 4,365 11.6 2,484  13,532 13.9 

        
Ⅳ 営 業 外 収 益                  
  受 取 利 息 9  10  △      0 20  
  受 取 配 当 金 399  223  176 278  
  そ の 他 の 営 業 外収益            485  58  426 136  
   営 業 外 収 益 計          894 2.1 292 0.8 602 435 0.4 

        
Ⅴ 営 業 外 費 用                  
  支 払 利 息            3,045  3,197  △    151 6,314  
  そ の 他 の 営業外費用            91  16  74 48  
   営 業 外 費 用 計          3,136 7.3 3,213 8.6 △     77 6,362 6.5 

        
経 常 利 益             4,608 10.8 1,445 3.8 3,163 7,605 7.8 

        
Ⅵ 特 別 利 益                  
  固 定 資 産 売 却 益            22  －  22 15  
  投 資 有 価 証 券 売却益            8  69  △     60 267  
  貸 倒 引 当 金 戻 入 益            48  136  △     87 171  
  そ の 他 の 特 別 利 益            0  －  0 157  
   特 別 利 益 計          80 0.2 205 0.6 △    124 612 0.6 

        
Ⅶ 特 別 損 失                   
  固 定 資 産 売 却 損 543  19  523 854  
  固 定 資 産 除 却 損 84  7  77 67  
  投 資 有 価 証 券 評価損            26  25  1 428  
  投 資 有 価 証 券 売却損            11  59  △     48 615  
  投資損失引当金繰入額            736  168  568 270  
  役 員 退 職 慰 労 金            112  63  48 63  
  そ の 他 の 特 別 損 失            0  4  △      4 26  
   特 別 損 失 計          1,515 3.6 349 0.9 1,166    2,326 2.4 

        
税引前中間（当期）純利益             3,173 7.4 1,301 3.5 1,871 5,891 6.0 

        
法人税、住民税及び事業税             322  1,060  △    737 251  

        
法 人 税 等 調 整 額             1,210    △    582  1,793 1,617  

        
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益             1,640 3.8 823 2.2 816 4,022 4.1 

        
前 期 繰 越 利 益             1,507  962  545 962  

        
利 益 準 備 金 取 崩 額             －  228  △    228 228  

        
土地再評価差額金取崩額             △  1,513  648  △  2,162 △ 2,342  

        
中間（当期）未処分利益             1,634  2,662  △  1,028 2,870  
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［中間財務諸表作成の基本となる重要な事項］ 
 
 １．資産の評価基準及び評価方法 
    (1)有価証券 
         満期保有目的債券   償却原価法（定額法） 
         子会社株式及び関連会社株式    移動平均法による原価法 
         そ の 他有価証券   時価のあるもの 
                      中間会計期間末日の市場価格等に基づく時価法 
                      （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動 

平均法により算定） 
                                   時価のないもの 
                   移動平均法による原価法 

   
   (2)たな卸資産 
      販 売 用 不 動 産   個別法による原価法 
      販売用不動産信託受益権    同 上 

 
 ２．固定資産の減価償却の方法 
    (1)有形固定資産  
     建 物     定額法 
     構 築 物     同 上 
     機 械 及 び 装 置     同 上 
     車 輌 及び運搬具     定率法 
     工具器具及び備品    同 上 
     なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によって 

おります。 

 
   (2)無形固定資産               定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利 
用可能期間（5年）に基づく定額法を採用しております。 

 
 ３．引当金の計上基準 
   (1)貸倒引当金 
        債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定 
      の債権については個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
           なお、破産債権、更生債権その他これらに準ずる債権について、債権全額に貸倒引当金を 
           設定している場合は、当該貸倒引当金を債権から直接減額しております。当中間会計期間 
      末において、この基準に該当する債権は 2,698百万円であります。 
 
   (2)投資損失引当金 

子会社等への投資に係る損失に備えて、財政状態並びに将来の回復見込等を勘案して必 
要と認められる額を計上しております。 

 
   (3)賞与引当金 
         従業員に対する賞与に充てるため、支給見込額のうち当中間会計期間負担分を計上して 

おります。 
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   (4)退職給付引当金 
           従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込 
           額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
      数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年） 
      による定額法により翌期から費用処理しております。 

 
 ４．リース取引の処理方法 
    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に 
        ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
 ５．ヘッジ会計の方法 
   (1)ヘッジ会計の方法 
      金利スワップ取引について特例処理を採用しております。 
 
   (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 
     ヘッジ手段  金利スワップ取引 
     ヘッジ対象   借入金 

 
   (3)ヘッジ方針 
     当社は金利変動による収益への影響をヘッジする目的で金利スワップ取引を行っており、 
     投機目的の取引は行っておりません。 

 
   (4)ヘッジ有効性評価の方法 
     金利スワップの特例処理の要件を満たしているため有効性の判定を省略しております。 

 
   (5)消費税等の会計処理方法 
    税抜方式を採用しております。なお、仮払消費税等及び仮受消費税等は、中間貸借対照表 
上両建で「その他の流動資産」及び「預り金」に含めて表示しております。 

 
［追 加 情 報］ 
 
  １．１株当たり情報 

当中間会計期間から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び 

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適 

用しております。 

なお、この適用による影響はありません。 

 

２．税効果関係 
     「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第９号）が平成15年３月 31日に公布 

されたことに伴い、当中間会計期間末の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平 

成 17年１月１日以降に解消が見込まれるものに限る。）には改正後の法定実効税率を用いて 

おります。 

この変更により、当中間会計期間末の繰延税金負債（繰延税金資産を控除した金額）が72 

百万円減少、その他有価証券評価差額金が92百万円増加、当中間会計期間に計上された法人 

税等調整額が19百万円増加しております。また、再評価に係る繰延税金負債が178百万円減 

少、土地再評価差額金が178百万円増加しております。 
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［注 記 事 項］ 
  
 （中間貸借対照表関係） 
                    当中間会計期間末    前事業年度末    前中間会計期間末 

  １．有形固定資産の減価償却累計額    46,788 百万円     46,432百万円     45,535百万円 
  ２．保 証 債 務 等          30,335 百万円     28,008百万円     27,821百万円 
    （うち保証予約）              （23,120百万円） （22,566百万円） （23,300百万円） 
  ３．社債の債務履行引受契約に係る偶発債務          －       9,000百万円      9,000 百万円 
  ４．自己株式数（普通株式）          21,268,681株     10,900,007株     3,679,253株 

 
［有価証券関係］ 
 
 （当中間会計期間）（平成15年 6月 30日現在）  
   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 
 （前中間会計期間）（平成14年６月30日現在） 
   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 
 （前事業年度）（平成14年12月 31日現在）  
   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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［リース取引関係］ 
 当中間会計期間 

（平成 15 年 1 月 1 日 ～ 平 成 15 年 6 月 30 日 ） 
前中間会計期間 

（平成 14 年 1 月 1 日 ～ 平 成 14 年 6 月 30 日 ）） 
前事業年度 

（平成 14 年 1 月 1 日 ～ 平 成 14 年 12 月 31 日） 
  
1.リース物件の取得価額相当額、 
  減価償却累計額相当額及び中間 
  期末残高相当額 

  
1.リース物件の取得価額相当額、 
  減価償却累計額相当額及び中間 
  期末残高相当額 

  
1.リース物件の取得価額相当額、 
  減価償却累計額相当額及び期末 
  残高相当額 

  取得価額 
 

相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

中間期末
残  高 
相 当 額 

   取得価額 
 

相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

中間期末
残  高 
相 当 額 

   取得価額 
 

相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期    末
残  高 
相 当 額 

 

 車輌及び 
運 搬 具 

百万円
24 
百万円
7 
百万円
16 
  車輌及び 
運 搬 具 

百万円
11 
百万円
3 
百万円
7 
  
 
車輌及び 
運 搬 具 

百万円
11 
百万円
5 
百万円
5 
 

 
 
工具器具
及び備品 235 125 110 

  工具器具
及び備品 337 179 157 

  工具器具
及び備品 276 150 125 

 

 
 
合   計 259 133 126 

  
合   計 348 183 165 

  
合   計 287 156 131 

 

 
2.未経過リース料中間期末残高相 
 当額 

 
2.未経過リース料中間期末残高相 
 当額 

 
2.未経過リース料期末残高相当額 

  １年内 
 １年超 

 60 
65 
百万円 
百万円 

   １年内 
 １年超 

 74 
90 
百万円 
百万円 

   １年内 
 １年超 

 61 
69 
百万円 
百万円 
 

  合  計  126 百万円      

       
 合  計  165 百万円 

  
 合  計  131 

 
百万円 
 

3.支払リース料及び減価償却費相
  当額 

 3.支払リース料及び減価償却費相
  当額 

 3.支払リース料及び減価償却費相
 当額 

 

  支払リース料 
 減価償却費相当額 

36 
36 
百万円 
百万円 
   支払リース料 
 減価償却費相当額 

49 
49 
百万円 
百万円 
 

   支払リース料 
 減価償却費相当額 

90 
90 
百万円 
百万円 
 

4.減価償却費相当額の算定方法                
リース期間を耐用年数とし、残 
存価額を零とする定額法によっ 
ております。 
 
（上記 1.及び 2.に関する注記） 
取得価額相当額及び未経過リー 
ス料中間期末残高相当額の算定 
は、未経過リース料中間期末残 
高が有形固定資産の中間期末残 
高に占める割合が低いため、支 
払利子込み法によっております。
 

4.減価償却費相当額の算定方法                
 

同  左 
 
 

（上記 1.及び 2.に関する注記） 
 
 

同  左 

4.減価償却費相当額の算定方法                
 

同  左 
 
 

（上記 1.及び 2.に関する注記） 
取得価額相当額及び未経過リー 
ス料期末残高相当額の算定は、 
未経過リース料期末残高が有形 
固定資産の期末残高に占める割 
合が低いため、支払利子込み法 
によっております。 
 

未経過リース料 未経過リース料  未経過リース料  
  １年内 
 １年超 

1,370 
5,140 
百万円 
百万円 
   １年内 
 １年超 

1,370 
6,510 
百万円 
百万円 
   １年内 
 １年超 

1,370 
5,825 
百万円 
百万円 
 

1.リース物件の所 
 有権が借主に移 
 転すると認めら 
 れるもの以外の 
 ファイナンス・ 
 リース取引 
 
借 主 側 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.オペレーティン 
 グ・リース取引 
 
貸 主 側 

  合  計 6,510 百万円  
 
 
 

  合  計 7,881 百万円    合  計 7,196 百万円  

 




